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自治体こども計画の策定について

参考資料６



こども基本法は、こどもに関する様々な取組を講ずるに当たっての共通の基盤として、こども施策の基本理念や基本となる事
項を定めた包括的な基本法。
同法においては、以下のとおり、地方公共団体の責務や、地方公共団体に対する義務の定めがある

【第５条】 地方公共団体の責務
地方公共団体は、基本理念にのっとり、こども施策に関し、国及び他の地方公共団体との連携を図りつつ、その区域内に
おけるこどもの状況に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有する

 【第10条】 都道府県こども計画、市町村こども計画の策定（努力義務）
都道府県は国のこども大綱を勘案し、また、市町村は国のこども大綱と都道府県こども計画を勘案し、それぞれ、こども計
画を定めるよう努めるものとする（こども計画の策定・変更時は遅滞なく公表すること）
各計画は、既存の各法令（※）に基づく都道府県計画・市町村計画と一体のものとして作成することが可能
※子ども・若者育成支援推進法第９条、子どもの貧困対策の推進に関する法律第９条等

 【第11条】 こども等の意見の反映（義務）
地方公共団体（※）は、こども施策の策定・実施・評価するに当たり、こどもや子育て当事者等の意見を聴取して反映さ
せるために必要な措置（例：こどもや若者を対象としたパブリックコメント、審議会・懇談会等の委員等へのこどもや若者の参画促進、
SNSを活用した意見聴取等）を講ずるものとする
※ 「地方公共団体」とは、地方自治法に基づく普通地方公共団体及び特別地方公共団体を指し、議会や執行機関のほか、法律の定める
ところにより置かれる委員会（例：教育委員会）や、法律又は条例の定めるところにより置かれる附属機関が含まれると解される

具体的な措置、意見聴取の頻度等は、個々の施策の目的等に応じて様々であり、地方公共団体の長等は、当該施
策の目的等を踏まえ、こどもの年齢や発達の段階、実現可能性等を考慮しつつ、こどもの最善の利益を実現する観点
から、施策への反映について判断
聴取した意見が施策に反映されたかどうかについて、こどもにフィードバックすることや広く社会に発信していくことが望ましい

【第13条、第14条】 関係機関・団体等の有機的な連携の確保（努力義務）
地方公共団体は、こども施策の適正かつ円滑な実施のため、こどもに関する支援を行う民間団体相互の有機的な連携の
確保に努め、また、連携の確保に資するための情報通信技術の活用などを講ずるよう努めるものとする

施行日：令和5年4月1日
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こども基本法(地方公共団体関係部分)



施行日：令和5年4月1日自治体こども計画の「こども大綱」上の位置づけ
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こども大綱上の位置づけ

第２ こども施策に関する基本的な方針

（６）施策の総合性を確保するとともに、関係省庁、地方公共団体、民間団体等との連携を重視する

こども施策の具体的な実施を中心的に担っているのは地方公共団体であり、国は、地方公共団体と密接に連携しながら、地

域の実情を踏まえつつ、国と地方公共団体の視点を共有しながら、こども施策を推進する。多くの地方公共団体において、地

域の実情に応じた自治体こども計画が策定・推進されるよう、国において支援・促進する。

第４ こども施策を推進するために必要な事項

３ 施策の推進体制等

（３）自治体こども計画の策定促進、地方公共団体との連携

（自治体こども計画の策定促進）

こども基本法において、都道府県は、国の大綱を勘案して、都道府県こども計画を作成するよう、また、市町村は、国の大綱

と都道府県こども計画を勘案して、市町村こども計画を作成するよう、それぞれ、努力義務が課せられている。自治体こども計

画は、各法令に基づくこども施策に関する関連計画と一体のものとして作成できることとされており、区域内のこども施策に全

体として統一的に横串を刺すこと、住民にとって一層わかりやすいものとすることなどが期待されている。

こども施策に関する計画を自治体こども計画として一体的に策定する地方公共団体を積極的に支援するとともに、教育振興

基本計画との連携を含め好事例に関する情報提供・働きかけを行う。自治体こども計画の策定・推進状況やこどもに関する基

本的な方針・施策を定めた条例の策定状況についての「見える化」を進める。



ガイドラインの各章で説明していること

Ⅰ 自治体こども計画策定の目的と計画に含める内容（１～３章）

第１章 自治体こども計画の概要と目的
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１、２章：計画やガイドラインの目的や内容

３章：こども大綱の内容



○ 第４章 計画策定体制・スケジュール(P15～）
•スケジュール（期間・調査実施時期・協議会開催回数等）は、地域の実情に応じ適切に設定する
•自治体の担当部門が主体となって、教育委員会等をはじめ、こども施策に関わる
関係部門との協議・調整をする

•協議会には、適正な議論のため様々な立場の構成員を参画させることが望ましく、
こども・若者や子育て当事者等の参画を推進する

•予算確保、外部委託の検討を行う

○ 第５章 既存計画との関係(P３１～）
•関係部局と連携し、自治体こども計画と上位計画・関連計画との関連や整合を図る
•推進するこども施策の内容や目的などに応じ、一体とできる計画を検討する

○ 第６章 計画策定のための調査・分析(P３９～）
•想定される課題・ニーズや推進したい施策に合わせて、調査手法・調査対象等を検討する

ガイドラインの各章で説明していること
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Ⅱ 自治体こども計画策定の手法（４～８章）

調 査 策 定 完 成 推 進事 前 準 備
工程

庁内外の連携！



○ 第７章 こども・若者、子育て当事者等への意見聴取、反映(P５０～）
•自治体こども計画に記載する課題やニーズ、施策等を当事者目線で検討するために、
こども・若者、子育て当事者への意見聴取を積極的に行う
※詳細は「こども・若者の意見の政策反映に向けたガイドライン」を参照
（https://www.cfa.go.jp/policies/iken/ikenhanei-guideline）

•聴取した意見が、どのように計画の中で活用されているのかを明確にする。
（検討の結果こどもの意見とは異なる結論が導かれることもあり得るが、
意見・提案等を要約して対応方針を示す）

•おとな目線でなく、こども目線も意識して計画を策定

○ 第８章 計画の策定・更新(P７２～）
•基本的な方針や施策の展開など、計画書全体の構成が明確になる工夫・・・目標の根拠もわかりやすい
•施策が適切に実施されているのかを評価するため、中間目標も含め、目標を設定
（数値を根拠にした定量的な目標と、数値を設定せず、実施状況をとりまとめた定性的な目標とを
意識して設定）

•必ず施策別に取組の主体（誰が主導するか）とスケジュール（いつまでに）を明確に
•PDCAサイクルを回し、計画の評価・見直しを行う

ガイドラインの各章で説明していること
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Ⅱ 自治体こども計画策定の手法（４～８章）

調 査 策 定 完 成 推 進事 前 準 備
工程



（参考） こども・若者の意見の政策反映に向けたガイドライン

● こども・若者の意見の政策反映に向けたガイドライン＜概要版（取組ポイント）＞

https://www.cfa.go.jp/policies/iken/ikenhanei-guideline
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施行日：令和5年4月1日令和６年度こども政策推進事業費補助金（自治体こども計画策定支援事業）採択状況
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補助基準額 都道府県：５，０００千円 市町村：３，０００千円
補助率 １／２（国庫補助上限額 都道府県：２，５００千円 市町村：１，５００千円）
国予算 令和５年度補正予算 １．３億円 令和６年度当初予算案 ０．７億円
採択自治体数152（前年度42自治体）

※令和6年度当初予算分事業の募集は終了、次期募集の情報については随時お知らせします。

R5補正予算分:100自治体

R6当初予算分:52自治体




